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Abstract
Recently, population of rural areas rapidly declines because of falling birthrate, aging 
population and population concentration in Tokyo area. The Japanese government tries to 
encourage migrations from urban areas to rural areas by regional revitalization policies. 
However, it is difficult for local governments in rural areas to increase the number of long-range 
migrations from urban areas such as Tokyo. Therefore, there is a high risk that the scramble 
for migrations among local governments will happen. In other words, the migration policies in 
regional revitalization might cause the excessive competition for migrations in rural areas.
It is important to make regional revitalization policies for attracting migrants from 
overpopulated areas to rural areas, and it is also important not to cause the excessive 
competition among local gocernments. “The strategic migration policy” is predictably 
effective against this problem. The strategic migration policy is one of a migration policy 
which is positioned as a part of endogenous development. This policy aims to attract 
migrants who could work for community development, based on the endogenous and 
comprehensive regional activation plan of rural areas.
In this study, we analyze two cases which have been working on the strategic migration 
policy. One is the case of Ama town, Shimane prefecture, and the other is the case of 
Okuyamato area, Nara prefecture. These local governments have been working on the 
strategic migration policy and have achieved a certain degree of success in regional 
revitalization. In conclusion, we demonstrate that there is strong possibility that strategic 































































現在調査データの公開されている 1954 年から 2015 年の間に、我が国の地方圏から三大都市


























年 4 月 1 日現在の過疎関係市町村 viii 数は、全国の市町村総数の 46.4％を占める 797（274 市
398 町 125 村）であり、面積では日本の国土の 58.7％となっている。他方、過疎関係市町村の
人口は 1,136 万人であり、総人口に占める割合は 8.9％のみであるix 。現在の過疎関係市町村は
農山漁村中心であり、地方圏全体とは異なって継続的な人口の社会減が発生している。また近





2010 年には 15.8％まで低下している。また、過疎地域就業者自体もこの 50 年間で約半減して
















































































































































































































土佐市 須崎市 宿毛市 土佐清水市 四万十市 香美市
〇 〇 〇 〇 〇 〇
住宅改修等 住宅改修等 住宅改修等 住宅改修等 住宅改修等 空き家改修等
100万円（10/10） 25万円 25万円（1/2） 100万円（1/2） 50万円 50万円（1/2）
子育て世帯移住補助 住宅用地分譲 建築資金補助 町産材新築補助 住宅用地分譲
20万円（10/10） 一部補助 100万円
空き店舗使用補助 子育て医療補助 自動車免許取得補助 お試し住宅 空き店舗対策補助 空き店舗対策補助
上限月5万円 子どもの医療費自己負担分補助 一部補助 月3万円 137.5万円 50万円（1/2）
田野町 安田町 馬路村 本山町 大豊町 土佐町
〇 〇 〇 〇 〇 〇
リフォーム支援 住宅改修等 新築補助 住宅改修等 住宅改修等 住宅改修等
40万円（30％） 10万円 150万円 100万円（1/2） 50万円（1/2） 100万円（10/10）
住宅耐震化 住宅耐震化補助 住宅改修等
予算の範囲内 173.5万円 60万円（2/5）
出産祝い金 出産祝い金 入学祝金 出産祝い金 お試し住宅 結婚祝金
第3児以降10万円 上限24万円 小中学校入学者に3万円 一子につき10万円 月1万円 10万円
仁淀川町 中土佐町 佐川町 越知町 梼原町 日高村
〇 〇 〇 〇 〇 〇
町産材新築補助 住宅改修等 住宅改修等 住宅改修等 若者住宅補助 水道設置補助
180万円 100万円（10/10） 50万円（1/2） 100万円（不明） 100万円 工事費用1/2
住宅改修等 浄化槽設置補助 薪ストーブ等設置補助 民間賃貸住宅補助 町産材利用促進
50万円（1/2） 一部補助 50万円 1万円/月（1/3） 100万円
移住者支援 空き店舗活用補助 子育て医療補助 出産祝い金 結婚祝金 子育て応援金
5万円 月3万円 子どもの医療費自己負担分補助 一子につき5千円 5万円（商品券） 固定資産税相当額（5年間）
四万十町 大月町 三原村 黒潮町
〇 〇 〇 〇




空き店舗改修補助 出産祝い金 子育て医療補助 出産祝い金





















































戦略の中で 2016 年から 2045 年までの 30 年間の社会増減目標を明確に打ち出している 5 市町
村に注目し、その目標値と推計値を表 3 にまとめた。想定転出者数は 2010 年から 2045 年の高











転入超過（▲は転出超過） ▲ 4,137 ▲ 129
県内社会増減 1,013 ▲ 86






転入超過（▲は転出超過） 75 ▲ 284
県内社会増減 92 ▲ 276






転入超過（▲は転出超過） ▲ 152 ▲ 295
県内社会増減 ▲ 119 ▲ 321


































安芸市 南国市 土佐市 須崎市 宿毛市 土佐清水市 四万十市
19,547 49,472 28,686 24,698 22,610 16,029 35,933
1,488 6,803 2,195 2,320 1,855 1,008 3,697
1,870 6,036 2,222 2,563 2,193 1,396 4,101
▲ 382 767 ▲ 27 ▲ 243 ▲ 338 ▲ 388 ▲ 404
▲ 245 1,124 227 ▲ 454 ▲ 62 ▲ 277 ▲ 57
▲ 137 ▲ 357 ▲ 254 211 ▲ 276 ▲ 111 ▲ 347
68.3% 68.1% 72.1% 43.6% 57.0% 51.6% 62.6%
安田町 北川村 馬路村 芸西村 本山町 大豊町 土佐町
2,970 1,367 1,013 4,048 4,103 4,719 4,358
126 114 125 446 409 351 385
313 160 142 316 384 438 391
▲ 187 ▲ 46 ▲ 17 130 25 ▲ 87 ▲ 6
▲ 160 ▲ 66 ▲ 22 135 ▲ 3 ▲ 124 ▲ 10
▲ 27 20 5 ▲ 5 28 37 4
69.0% 58.8% 67.2% 78.3% 70.7% 54.1% 67.5%
越知町 檮原町 日高村 津野町 四万十町 大月町 三原村
6,374 3,984 5,447 6,407 18,733 5,783 1,681
507 374 420 460 1,169 372 134
575 362 558 494 1,582 598 128
▲ 68 12 ▲ 138 ▲ 34 ▲ 413 ▲ 226 6
▲ 20 ▲ 14 ▲ 56 16 ▲ 422 ▲ 140 ▲ 1
▲ 48 26 ▲ 82 ▲ 50 9 ▲ 86 7













▲ 8 ▲ 620
































































































































33.46㎢、人口 2,345 人xxvi の小規模な町で、地理的には島根半島の沖合約 60㎞に位置する。終
戦直後の 1950 年には約 7,000 人の住民が存在した海士町であるが、高度成長期における人口
流出などによって人口が急減し、2010 年時点で 2,374 人にまで減少した。しかしながら、戦略
的移住政策の成果などもあって人口流入が発生しており、人口減少の速度が低下している。ま
た、2009 年から 2014 年までの 6 年間で人口の社会減を記録した年は 2011 年のみであり、東
京一極集中が進む現代においては非常に珍しい地方圏での人口社会増が見られる。表 4 に示さ
れている 2015 年国勢調査と 2010 年国勢調査から算出した 5 歳階級別人口のコーホート変化率
においても、2015 年時点で 2010 年から減少を示している世代は、自然減の始まる 60 歳代以上
を除けば、中学校に進学する 10 ～ 14 歳及び高校卒業後の 20 ～ 24 歳の世代のみであり、その他
の世代は全て増加を示している。これらの世代の増加は社会増しかありえないため、5 年間の







出典：2015 年国勢調査及び 2010 年国勢調査より筆者作成

































































































































































































































































































しかしながら、この結果として地方債残高は 2001 年度末時点で 100 億円を超える程になり、








































てきた結果として、2004 年から 2015 年の 12 年間で行政が政策的な関わりを持つことで移住
することとなった移住者は521人にのぼり、3年以上の定着率も約54％と比較的高い数値になっ
ている。また、人口規模が非常に小さい町であるため、2015 年時点で生産年齢人口 1,200 人弱





































































出典：2015 年、2010 年、2005 年、2000 年各国勢調査より筆者作成















































































































































viii ①過疎地域自立促進特別措置法第 2 条第 1 項に規定する市町村（過疎市町村）の区域 ②自立促進法
第 33 条第 1 項の規定により過疎地域とみなされる市町村（みなし過疎市町村）の区域 ③自立促進法
第 33 条第 2 項の規定により過疎地域とみなされる区域（一部過疎地域）のいずれかの区域を有する
市町村を指す。









xviii たとえば山下・金井（2015）、第 1 章、参照。








xxvii 2016 年 10 月 3 日及び 4 日に、立命館大学政策科学研究科の正課科目である「リサーチプロジェクト」
の教員及び大学院生が共同で行った実地調査を基にする。なおヒアリング対象は、海士町長・山内






xxx 2016 年 10 月 3 日に行った海士町地産地商課長へのヒアリング調査による。
xxxi 海士町における移住者の活動に関しては、中島（2014）、参照。
xxxii 2016 年 10 月 4 日に行った山内町長へのヒアリング調査による。
xxxiii 同上
xxxiv 2016 年 10 月 3 日に行った海士町地産地商課長へのヒアリング調査による。
xxxv 海士町における町と住民の意識共有に関しては山内（2007）其の 4 参照。
xxxvi 海士町における教育改革に関しては山内・岩本・田中（2015）、参照。






xxxix 2016 年 11 月 29 日に奈良県地域振興部移住・交流推進室に対して行ったヒアリング調査をもとに整
理した。
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［38］ 高知県 HP「市町村の支援制度」http://www.pref.kochi.lg.jp/~chiiki/iju/shoukai/support.shtml 
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